
工 事 番 号 令和２年度　第４号

工 事 名 有田市デジタル防災行政無線整備工事

調 査 年 月 日 令和3年3月8日

調 査 対 象 事 業 者 東芝通信インフラシステムズ株式会社　関西支店　　　

１　その価格により入札した理
由

　機器仕様においては機器製造元（東芝インフラシステムズ㈱）の標準システム構成に
適合していること、また類似システムの全国受注実績・経験を基に原価低減が可能であ
る。本工事における設計・制作・据付、調整・検査方法については、通常物件と同様のプ
ロセスであるため、品質に問題はない。
　材料費及び労務費においては国土交通省土木工事標準積算基準書及び建設物価等
での積算歩掛・単価を基本とし下請予定業者の見積を確認したうえで工事原価計画を作
成し、施工が可能であることを確認している。
　共通仮設費・現場管理費・一般管理費の各項目において、自社・協力会社の費用を見
込んだ価格としている。
　以上の理由により、品質・安全に影響を与えることなく、本入札価格での施工が可能で
ある。

２　契約対象工事附近における
手持工事の状況

３　契約対象工事に関連する手
持工事の状況

４　契約対象工事箇所と最低入
札者の事務所、倉庫等との関
連（地理的条件）

５　手持機械数の状況 該当なし

６　手持資材の状況 　該当なし

低入札価格調査結果の概要

調 査 内 容

施 設 名 所 在 地

東芝通信インフラシステムズ㈱　関西支店 大阪市中央区本町四丁目2-12

発注者 工事名

和歌山県 広川ダムえん堤改良（放流警報設備改良）工事

和歌山県 広川ダム修繕（広警報局警報制御部更新）工事

発注者 工事名

令和２年度　第14-工総1号　日野町防災情報伝達システム整備事業滋賀県　日野町



７　資材購入先及び購入先と入
札者との関係

８　労務者の具体的供給見通し 約２，１００人工

９　過去に施工した公共工事名
等及び発注者

１０　経営内容 　公表しない

１１　１～１０までの事情聴取し
た結果についての調査検討

　支障なし

１２　９の公共工事の成績の状
況

　支障なし

１３　経営状況 　支障なし

１４　信用状況（建設業法違反の有
無、賃金不払いの状況、下請代金
の支払い遅延状況等）

　支障なし

１５　その他必要な事項 　特になし

【調査判断】

工　　　　　事　　　　名

農業水路等長寿命化・防災減災事業　大佐ダム地区水管理制御設備更新工事

能登川地区水管理設備９号分水工設備復旧工事

洲本土木事務所管内映像監視設備更新工事

公共　堰堤改良工事（テレメータ・放流警報設備更新）

烏丸線車掌用モニター設置工事

(二）矢田川水系　矢田川他　新温泉土木事務所テレメータ観測装置他更新工事

洲本土木事務所管内テレメータ設備更新工事（その２） 兵庫県　淡路県民局

兵庫県　但馬県民局

発注者

岡山県備中県民局

滋賀県能登川土地改良区

兵庫県　淡路県民局

岡山県備中県民局

京都市交通局

業者名 所在地

資本提携会社

協力会社

協力会社

有田市デジタル防災行政
無線整備工事

有田市デジタル防災行政
無線整備工事

東芝インフラシステ
ムズ㈱

YSポール㈱

日本エレクトロニック
システムズ㈱

神奈川県川崎市堀川町72-34

大阪市北区豊崎3-19-3

大阪市淀川区西中島5-5-15有田市デジタル防災行政
無線整備工事

機器費（空中線
柱除く）・一式

機器費（空中線
柱）・一式

材料費・一式

購入先
対象工事 品名・数量 備考



■　契約内容に適合した履行がされると認める。

（理由）

　低入札価格調査に係る提出書類を調査した結果、調査関係書類に失格に値する要件はなかった。資材の調
達の見通しについても、見積書を徴収しており、確実に調達できるものと判断でき、かつ見積書は適正なもので
あると評価できる。また標準仕様書に基づいたヒアリングの結果、仕様に関しても問題ないことが確認できた。
　そして提出された決算書等を照査した結果、財務上の問題もないことから、本工事を遂行するうえで支障がな
い判断できる。
　よって、本工事請負に係る契約内容に適合した履行がされると認める。


